３　施設の運営について

（１）就業規則（例示）

社会福祉法人○○会○○園就業規則

社会福祉法人○○会

規則第号
第１章　総則
（目　的）

第１条 この規則は、社会福祉法人○○会（以下「本法人」という。）が経営する社会福祉施設○○園（以下「施設」という。）に勤務する職員の勤務条件、服務その他の就業に関する事項を定め、事業の円滑な運営を図ることを目的とする。

２　この規則に定めない事項については、労働基準法その他関係法令の定めるところによる。
	【参　考】

１　就業規則は事業所ごとに作成するのが原則です。

複数施設を有する法人にあっては、一つの就業規則を複数施設に適用される場合は、適用施設を明記し、勤務条件が異なる部分については、施設ごとに明示する必要があります。

２　社会福祉施設は、その業務内容は多様であり、職員の職務内容、勤務形態は施設の性格に

よりそれぞれ異なっています。

就業規則の作成に当たっては、その施設の実態に即したものとすることが必要です。

３　就業規則は、パートタイム職員を含め常時10人以上の職員を使用する施設において作成する必要があり、所轄労働基準監督署に届けなければなりません（労基法第89条第１項）。

なお、作成又は，変更に当たっては職員の過半数で組織する労働組合又は職員の過半数を代表する者の意見を聴く必要があります。（同法第90条第１項）。

４　就業規則は、労務管理に関する法令及び定款の規定とともに、理事長等が日常の職員に関する職務を遂行するための規範であり、かつ、労使の権利義務を定めるものとなりますので、理事会の責任において制定（改正）しなければなりません。

５　理事長の業務執行が公平かつ合法的、合目的的に行われるよう、職員の任免、勤務条件、特遇等について明確にし、これを具体的に規定したものが就業規則です。


（適用範囲）
第２条　この規則でいう職員とは、第２章で定める手続きを経て採用され、常時施設の業務に従事する者をいう。

２　嘱託（常勤、非常勤）及び臨時雇いの者（以下「準職員」という。）については、別に定めのある事項のほかこの規則を準用する。
	【参考】

1　 パートタイム職員、期間限定雇用職員、定年後の再雇用職員などについて別の就業規則を定めなければなりません。

なお、別の規則を設ける場合には、就業規則本体にその旨を明記してください。


（遵守義務）

第３条　施設及び職員は、この規則を遵守し、互いに協力して誠実にその職務を遂行しなければならない。
	【参　考】

１　労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定すべきものであります（労基法第２条）。

２　労働組合との間に労働協約が締結されている場合には、就業規則の定める基準に反してはなりません（労基法第92条）。


（職員の職種）
第４条　職員の職種は、次のとおりとする。

（1）施設長（2）医師（3）事務員（4）生活相談員（5）介護職員（6）看護師（准看護師）

（7）介助員（8）栄養士（9）調理員（10）児童指導員（11）保育士（12）生活指導員

（13）職業指導員（14）理学療法士（15）作業療法士（16）運転手

２　本法人がやむを得ないと認めたときは、前項の職種及びその他の職種として採用した一部の職員を準職員とすることができる。

３　第１項第○号及び○号の職種については、主任を置くことができる。

４　第４章で定める職員の勤務時間、休憩時間及び休日に関する規定は、管理監督の地位にある施設長及び理事長が管理者と任命した者には適用しない。
	【参　考】

条文表記以外の職種が配置されている場合は追記し、また配置されていない職種については，削除してください。


第２章　人事
（採　用）

第５条　職員の採用は、本法人に就職を希望する者の内から試験又は面接等の選考により行う。

２　 本法人に就職を希望する者は、次の書類を提出しなければならない。ただし、必要に応じてその一部を省略することができる。

（1）履歴書（写真貼付）

（2）資格証明書又は資格証（有資格者に限る。）

（3）卒業証明書又は卒業証書

（4）その他法人が指定する書類

（提出書類）
第６条　職員に採用を決定された者は，法人が指定した日まで次の書類を提出しなければならない。

（1）誓約書（様式第○号）

（2）身元保証書（様式第○号）

（3）住民票記載事項証明書

（4）職歴証明書（様式第○号）

（5）健康診断書

（6）調理業務従事職員の保菌検査結果報告書

（7）その他の法人が必要とする書類

２　前条第２項及び前項各号の記載事項に変更があったときは、その都度速やかに届け出なければならない。
	【参　考】

年齢、現住所等の確認については、戸籍薄謄（抄）本、住民票の写しを提出させることは適切ではなく、住民票記載事項証明書によって確認してください。


（辞令交付）

第７条　職員及び準職員を採用したときは、採用した日に職種、給与を明記した辞令（様式第○号）を交付するとともに、勤務心得及び勤務条件を明示する。

２　辞令記載事項の変更及び勤務条件の変更は、すべて辞令交付をもって行う。
	【参　考】

１　職員の採用に際しては、賃金、労働時間その他の労働条件を明示することが必要です。特に、労働条件を明示するに当たり、次の（1）から（5）までの項目（昇給に関する事項を除く。）については、書面を交付して明示することが義務付けられています。（労基法第15条第１項）

（1）労働契約の期間に関する事項

（2）就業の場所及び従事すべき業務に関する事項

（3）始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに交替制により就業させる場合における就業時転換に関する事項

（4）賃金（退職手当及び臨時に支払われる賃金等を除く。）の決定、計算及び支払いの方法、賃金の締切り及び支払いの時期並びに昇給に関する事項

（5）退職に関する事項（解雇の事由を含む。）

　　さらに、パートタイム職員については、昇給、退職手当、賞与の有無を文書の交付等によ

り明示しなければなりません（短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律第第6条第1項）。
２　採用時には、就業規則、給与規程、管理規程等法人が定めた諸規則を配布し、十分その内容を説明してください。

３　採用時以外で辞令（通知書）を交付すべき事項は、退職（解雇）、休職、復職、勤務箇所及び職種の変更、制裁等です。

なお、昇給についても確認の意味で職員に文書で通知することが望ましいでしょう。

４　辞令交付は、必ずその内容（関係書類添付）を明確にした稟議書により、理事長の決裁を得てから行ってください。

５　本条は労働契約に関する事項ですから、条文の趣旨に沿って必ず規定してください。


（試用期間）

第８条　新規採用者は、採用の日から○か月間を試用期間とする。ただし法人が認めたときは、この期間を短縮し、又は設けないことができる。

２　 試用期間中又は試用期間満了の時点で、能力、勤務態度、健康状態等からみて職員として不適格であると認めたときは、第18条の手続きを経て解雇することができる。

ただし、採用後14日以内であるときはこの限りでない。

３　 試用期間は勤務年数に通算する。

	【参　考】

１　就業規則等に試用期間を定めず直ちに本採用とした場合は、採用後14日以内であっても解雇予告制度が適用されますので、注意する必要があります。

２　試用期間中の解雇については、最初の14日以内であれば、解雇予告手続をとることなく解雇することができますが、14日を超えてから解雇する場合は、少なくとも30日前に予告をするか、又は予告の代わりに平均給与の30日分以上の解雇予告手当を支払うことが必要です。（労基法第20条・第21条）

３　第１項中、試用期間を設ける場合、その期間は法人の実状に応じ適切に取り扱ってください。

通常は３か月（90日）程度が適当です。


（人事異動）
第９条　職員は、本法人の業務上の都合により配置転換（職種又は勤務地の変更等）を命ぜられることがある。

この場合、職員は正当な理由なくしてこれを拒むことはできない。

２　職員を配置転換させようとする場合には，その育児又は介護の状況に配慮しなければならない。

（休　職）
第10条　職員が、次の一に該当した場合は休職とする。

（1）業務外の疾病により療養休暇が引き続き○か月を超えたとき。

（2）刑事事件に関し起訴されたとき。

（3）その他特別の事由により休職させることが適当と認めたとき。

	【参　考】

１　休職は職員が何らかの事由によって勤務できなくなったとき、その勤務は免除（停止）する

が職員としての身分は保障するというものです。

２ （1）の療養休暇期間は、第32条の特別有給休暇で定める期間としてください。

３　休職は辞令交付事項ですから、その理由、期間等を明示した稟議書（証明資料等添付）によ

り理事長の決裁を得てから発令してください。

４　休職に関しては労働法上特段の規定はありませんので、当該規定を設けないで通常の欠勤扱

いとし、他に定めるところによりそのまま退職させることが可能です。

しかし、近い将来に職場復帰が予測される場合なども考慮し、職員の生活の安定確保（社会保険等の継続加入等）及び勤務できない事由等が消滅したときの復職を容易にするためにも、条文の趣旨に沿って休職の制度を規定するようにしてください。


（休職期間）

第11条　前条の規定による休職期間は次のとおりとする。

（1）前条第１号の場合は、○か月とする。

（2）前条第２号の場合は、当該事件が裁判所で継続する期間とする。

（3）前条第３号の場合は、理事長が必要と認めた期間とする。

２　前条の規定により休職した者が、復職後○か月以内に再び同一傷病により休職を命ぜられたときは、その休職期間は復職前の休職期間に引き続いたものとみなす。

	【参　考】

　休職事由別の休職期間は、法人で適宜判断し、定めてください。


（休職期間中の給与）

第12条　休職期間中の給与は支給しない。また、休職期間は勤務年数に通算しない。

	【参　考】

１　休職期間中の給与は当然支給されず、社会保険等による休業補償に委ねるのが一般的ですが、法人の判断で一定期間，給与の全部又は一部（社会保険等の個人負担分相当額など）を支給することは差し支えありません。

この場合は規則でその旨を明示してください。

２　無給休職であっても社会保険等は加入が継続できますから、社会保険料等の個人負担分は，

当該職員から忘れずに徴収してください。


（復　職）

第13条　休職期間満了前において休職事由が消滅したときは復職させる。

２　第10条の規定により休職を命ぜられた職員が、就業可能となったときは，医師の診断書を添付　　し、復職願を提出しなければならない。

（退　職）

第14条　職員、準職員が、次の各号の一に該当したときは退職とする。

（1）退職を願い出て承認されたとき、又は退職願提出後○日を経過したとき。

（2）死亡したとき。

（3）定年に達したとき。

（4）休職期間満了までに休職事由が消滅せず復職することができないとき。

（5）雇用期間が満了したとき。

	【参　考】

１　期間の定めのない雇用の場合、施設の承認がなくても、退職の申出の日から起算して14日を経過したときは，退職となります（民法第627条）。

２　期間を定めた契約が反復更新され、実質的に期間の定めのない雇用関係と認められる場合、更新を拒絶するには、解雇として扱う必要がある場合がありますので注意してください。

３　職員から試用期間、業務の種類、給与及び退職事由について証明を求められた場合、求められた事項について証明書を交付する義務があります。（労基法第22条）


（退職手続）

第15条　退職を希望する職員は、少なくとも退職日の○日前までに退職願を書面で提出しなければならない。

２　退職願を提出した職員は、本法人の承認があるまでは引き続き従前の職務に従事しなければならない。ただし、従事できない事由がある場合又は退職願提出後○日を経過した場合はこの限りでない。

（定　年）

第16条　職員の定年は〇歳とし、その到達した日の属する年度の末日をもって退職とする。
２　前項の規定にかかわらず、定年後も継続して勤務することを希望し、再雇用後の労働条件等に合意する職員については、再雇用する。この場合において、雇用契約は１年ごととし、〇歳までは原則として更新することとする。

３　前項の規定は次の者には適用しない。

（1）管理監督者

（2）準職員
	【参　考】

１　 定年退職の時期をいつにするかについては、誕生日、誕生日の属する月末、誕生日の属する年度末の方法があります。

２　 定年年齢について、女性職員を男性職員と差別して異なる年齢で定めることはできません。

（均等法第６条）

３　職員の定年を定める場合、定年年齢は60歳を下回ることはできません。（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第８条）

４　なお、65歳までの高年齢者雇用確保措置が義務付けられていますので、定年（65歳未満のものに限る。）の定めをする場合は、①定年の引き上げ、②継続雇用制度の導入、③定年の定めの廃止のいずれかの措置を講じなければなりません。(高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第９条）


（解　雇）

第17条　職員が、次の各号の一に該当した場合は解雇する。

（1）精神又は身体の障害により業務に耐えられないと認められたとき。

（2）勤務成績又は技能が不良で就業に適さないと認められたとき。

（3）天災事変その他法人の業務上やむを得ない事由があるとき。
	【参　考】

１　職員を解雇するときは、客観的にみて合理的で社会通念上相当な理由が必要で、これを欠く場合は一般に解雇権の濫用として無効となります。（民法第１条第３項、昭和52年１月31日最高裁判決）

２　労基法等の規定により、次のことを理由として、解雇その他不利益な取扱いをすることは禁止されています。

（1）職員の国籍、信条、社会的身分（労基法第３条）

(2）職員が労働基準監督署に申告したこと（労基法第104条）

(3）職員の性別（均等法第６条）、女性職員が結婚、妊娠、出産したこと（均等法第９条）

（4）職員が育児休業及び介護休業の申出をしたこと又は育児休業及び介護休業をしたこと（育児・介護休業法第10条等）

(5）職員が労働組合員であること、労働組合に加入し又はこれを結成しようとしたこと、労働組合の正当な行為をしたこと（労組法第７条）

（6）職員が公益通報をしたこと（公益通報者保護法第３条）等


（解雇の予告）

第18条　前条の規定により解雇する場合は、30日前に予告するか、又は平均賃金の30日分を支給する。ただし、天災事変その他やむを得ない事由のため事業の継続が不可能となり廃止する場合又は職員の責めに帰すべき事由に基づき解雇する場合であって所轄の労働基準監督署長の認定を受けたときはこの限りでない。

	【参　考】

１　職員を解雇するときは、原則として少なくとも30日前に予告するか、又は平均給与の30日

分以上の解雇予告手当を支払うことが必要ですが、解雇予告の日数は、平均給与を支払った日

数分だけ短縮することができます。（労基法第20条）

２　日々雇い入れられる職員（１か月を超えて引き続き雇用された者を除く。）、２か月以内の期間を定めて使用する職員（その期間を超えて引き続き雇用された者を除く。）、試用期間中の職員（14日を超えて引き続き雇用された者を除く。）は解雇予告制度の対象外です。（労基法第21条）


（解雇制限）

第19条　第17条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する期間は解雇しない。

(1）業務上の傷病により療養のため休業する期間及びその後30日間。ただし、労働基準法に基づく打切補償又は労働災害保険法による傷病補償年金を受け同法第19条の規定があるときはこの限りでない。

（2）女性職員が産前産後に第32条第1項第4号により休業する期間及びその後30日間

第３章　服務
（服務の基本原則）

第20条　職員及び準職員は、職務の社会的責任を自覚し社会福祉の向上及び法人の事業目的達成のため誠実に勤務し、互いに協力して職務の効率的運営と職場秩序の維持に努めなければならない。
	【参　考】

服務規律は就業規則に必ずしも規定する必要はありませんが、施設の秩序を維持するために必要不可欠のものです。


（服務心得）

第21条　職員及び準職員は、就業に当たり次の各号を遵守しなければならない。

（1）法令及び法人が定める諸規則を遵守するとともに上司の職務命令に従うこと。

（2）相互の職責を理解し協調することが、施設利用者に対する基本的態度であることを自覚し、常に秩序と品位の保特に努めること。

（3）利用者に対して親切丁寧を旨とし、その言動には慎重かつ細心の注意を払い、利用者の信頼を得られるよう常に努力すること。

（4）所定の始業時間までに出勤し、始業時間には，業務が開始できるよう準備するとともに自ら所定の出勤簿に押印すること。（若しくは、タイムカードに打刻すること。）

（5）常に健康に留意し明朗な態度をもって勤務すること。

（6）職場内外及び設備備品の清潔整頓に努めること。

（7）火気及び燃料等危険物の取扱い及び保管を厳重にして災害事故の防止に努めること。

（8）建物設備の良好な管理に努めるとともに物品及び経費を効率的に使用すること。

	【参　考】

本条第４号は、タイムカード制にするか出勤簿制にするかは各法人において選択してください。

なお、「労働時間の適正な把握のために使用者が構ずべき措置に関する基準」（平成13年４月６日付け基発第339号）で、使用者が構ずべき措置が具体的に示されています。

（1）始業・終業時刻の確認及び記録

　　 職員の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、記録すること。

（2）始業・終業時刻の確認及び記録の原則的な方法

　　 原則として、次のいずれかの方法によること。

　 ア　使用者が自ら視認することにより確認し、記録すること。

　 イ　タイムカード、ＩＣカード等の客観的な記録を基礎として確認し、記録すること。

（3）自己申告制により始業・終業時刻の確認及び記録を行う場合の措置

自己申告制により行わざるを得ない場合は、使用者は、職員に対して労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を行うよう十分な説明を行うこと。また、自己申告による労働時間が実際の労働時間と合致しているか否かを必要に応じて実態調査を実施することなどの措置を講ずること。

（4）労働時間の記録に関する書類については、３年間保存すること。


（禁止行為）

第22条　職員及び準職員は、次の各号に定める行為をしてはならない。

（1）法人の信用を傷つけ、又は名誉を損なうこと。

（2）業務上知り得た秘密を他に漏らすこと。なお、退職後も同様であること。

（3）許可を受けないで、職場内で政治活動及び宗教活動を行うこと。

（4）許可を受けないで、他の職業に従事し、又は事業を営むこと。

（5）許可を受けないで、勤務中みだりに職場を離れること。

（6）許可を受けないで、職務以外の目的で建物、設備備品その他物品を使用すること。

（7）許可を受けないで、職場の内外で文書を掲示し、又は配布すること。
 (8) 職務上の地位や人間関係などの職場内の優越的な関係を背景とした、業務上必要かつ相当な範囲を超えた言動により、他の職員又は準職員の就業環境を害すること。　　　　　　　　　(9) 性的言動により他の職員や準職員に不利益や不快感を与えたり、就業環境を害すること。
 (10) 妊娠・出産等に関する言動及び妊娠・出産・育児・介護等に関する制度又は措置の利用に関する言動により、他の職員又は準職員の就業環境を害すること。
 (11) (8)から(10)までに規定するもののほか、性的嗜好・性自認に関する言動によるものなど職場におけるあらゆるハラスメントにより、他の職員又は準職員の就業環境を害すること。
	【参　考】

１　職場におけるパワーハラスメントを防止するために、事業主は、雇用管理上必要な措置を講じなければならないこととされています（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和41年法律第132号。以下「労働施策総合推進法」といいます。）第30条の２）。
２　セクシャルハラスメントを防止するために、事業主は、雇用管理上必要な措置を講じなければならないこととされています。（均等法第11条）
３　職場における妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメントを防止するため、事業主は、雇用管理上必要な措置を講じなければならないこととされています（均等法第11条の３、育児・介護休業法第25条）。
４　恋愛感情又は性的感情の対象となる性別についての指向のことを「性的指向」、自己の性別についての認識のことを「性自認」といいます。性的指向や性自認への理解を深め、差別的言動や嫌がらせ（ハラスメント）が起こらないようにすることが重要です。


（個人情報保護）
第23条　職員及び準職員は、会社及び取引先等に関する情報の管理に十分注意を払うとともに、自らの業務に関係のない情報を不当に取得してはならない。
２　職員及び準職員は、職場又は職種を異動あるいは退職するに際して、自らが管理していた会社及び取引先等に関するデータ・情報書類等を速やかに返却しなければならない。
	【参　考】

個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の全面施行により、使用者に個人情報の適正な管理に関する対策が義務付けられています。


（弁償責任）

第24条　職員及び準職員が、故意又は重大な過失により法人に損害を与えたときは、その損害の全部又は一部を弁償させることがある。

第４章　勤務
（勤務時間）

第25条　職員の勤務時間は、休憩時間を除き原則として１日８時間とし、１週間40時間を超えない範囲で定める。ただし、業務上必要がある場合は、４週間を、平均１週間の勤務時間が40時間を超えない範囲であらかじめ特定し、周知する日又は週において１日８時間又は週40時間を超える勤務を命ずることができる。

	【参　考】

１　１週間の勤務時間の上限は40時間、1日の勤務時間の上限は８時間と定められています（労基法第32条）。

２　１週間当たりの平均労働時間は、特定の週を起算週とし継続した４週間を平均して規定時間以内とならなければなりません。特定の週で規定の勤務時間を超える勤務が生じた場合には、その前後の週の勤務に注意する必要があります。

３　１か月単位の変形労働時間制の場合には、就業規則上で明確に規定してあれば、必ずしも労使協定は必要とされていませんが、労働者の代表する者と協議の上実施することが望ましい。

１年単位の変形労働時間制の場合には、労使協定により、①対象労働者の範囲、②対象期間及びその起算日、③対象期間中の労働日、④対象期間中の各労働日ごとの労働時間、⑤労使協定の有効期間を定め、所轄労働基準監督署長へ届け出ることが義務づけられています。


（始業・終業・休憩時間）

第26条　職員の始業、終業及び休憩時間は、交替制勤務職員を除き、原則として次のとおりとする。

始業時間　 午前○時○分

終業時間 　午後○時○分

休憩時間 　原則として午後○時○分から午後○時○分

ただし、業務上必要があるときは、これを変更することができる。

２　交替制職員の始業、終業及び休憩時間は別表のとおりとし、準夜勤、深夜勤は原則として通し勤務とする。

３　交替制勤務職員にあっては、前項の勤務を、組合せ４週間で160時間以内で、毎月別に定める勤務割表に従って勤務させる。

４　前条ただし書き及び前項の勤務時間、休日等の割振りは、１か月単位で職員個人ごとに作成する勤務割表により前月○日までに提示する。

ただし、業務の状況により、関係職員の同意を得てあらかじめ提示した勤務割表を変更することができる。
	【参　考】

１　勤務時間帯等（始業・終業時間及び休憩時間帯）は施設ごとに定められた標準勤務体制及び施設の実態に即して定めてください。

２　休憩時間は、勤務の中途に必ず法定時間（勤務６時間を超える場合は45分、８時間を超える場合は１時間）以上与えることとし、その時間帯を規則に明記してください。（労基法第34条）


（休日）

第27条　職員の休日は、交替制勤務職員を除き原則として次のとおりとする。

（1）日曜日及び４週間を通じて施設長が指定する４日の日

（2）「国民の祝日に関する法律」に規定する休日

（3）12月○○日から１月○日までの○日間（同法に規定する休日を除く。）

２　交替制勤務職員の休日は、４週を通じて４日以上及び前項第２号及び第３号に相当する日数とする。
	【参　考】

労基法上、週40時間とすると休日は年間105日以上でよいことになります。


（時間外勤務及び休日勤務）

第28条　業務上必要がある場合は、労働基準法の定めるところにより、所定の勤務時間外又は休日に勤務を命ずることができる。この場合において、法定の労働時間を超える労働又は法定の休日における労働については、あらかじめ職員の過半数を代表する者と書面による協定を締結し、これを所轄の労働基準監督署長に届け出るものとする。
２　小学校就学前の子の養育又は家族の介護を行う一定範囲の職員で施設に申し出た者の法定の労働時間を超える労働については、事業の正常な運営に支障がある場合を除き１か月24時間、１年150時間を超えないものとする。

３　妊娠中の女子職員、産後１年を経過しない女子職員で申出のあった者及び18歳未満の者については、第１項後段による時間外若しくは休日又は深夜（午後10時から午前５時まで）に労働させない。

４　前項の職員ほか小学校就学前の子の養育又は家族の介護を行う一定範囲の職員で施設に申し出た者については、事業の正常な運営に支障がある場合を除き深夜（午後10時から午前５時まで）に労働させない。
５　災害その他避けることのできない事由によって臨時の必要がある場合には、第１項及び第３項の制限を超えて、所定労働時間外又は休日に労働させることがある。ただし、この場合であっても、請求のあった妊産婦については、所定労働時間外労働又は休日労働に従事させない。
６　第２項の時間外労働の制限及び前項の深夜業の制限の手続等必要な事項については、別に「育児休業等に関する規則」及び「介護休業等に関する規則」で定める。

	【参　考】

１　法定休日とは、通常「４週４日」のことですが、１年単位の変形労働時間制の場合に限って「４週４日」ではなく、「１週１日」となります。

２　法定労働時間を超え、又は休日に労働させる場合には、労働基準法第36条による労使協定が必要となります。

① 協定すべき内容については、届出様式が定められていますので、それによってください。

② 労働時間を超えて延長することができる時間の限度については、「労働基準法第36条第１項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準」（平成10年労働省告示154号）の中で定められていますので、労使で話し合い、この限度時間の範囲内で定めなければなりません。

３ 「職員の代表」とは、施設の職員の過半数で組織する労働組合がある場合にはその労働組合、労働組合がない場合には、その施設の職員の過半数を代表する者です。

①　労基法第41条第２号に規定する監督、管理の地位の者でないこと。

②　労使協定の締結等を行う者を選出することを明らかにして実施される投票，拳手等の方法による手続で選出された者であること。

４　満15歳以上で満18歳に満たない者については、満18歳に達するまでの間（満15歳に達した日以後の最初の３月31日まで間を除く。）、１週間について48時間以下の範囲内で命令で定める時間、１日について８時間を超えない範囲内において労働させることができます。（労基法第60条）


（振替休日）

第29条　職務上やむ得ない事由が生じた場合は，第25条及び第26条で定めた休日を関係職員の同意を得て、他の日に振替えることができる。
	【参　考】

１　休日の振替えとは、休日に働くことがあらかじめ分かっている場合、代わりの休日を事前に特定して、休日と勤務日を交換することをいいます。この場合には休日勤務協定の締結、届出，割増給与の必要はありません。

ただし、週を超えて取り替えた場合は、その週の勤務時間が40時間を超え、時間外勤務として割増給与を支払わなければならなくなる場合がありますから注意が必要です。

２　振替対象となる休日日以前に繰り上げて振替休日を取得することは差し支えありません。

３　休日労働が予定される場合は、予め休日労働とならないように振替休日日を組んでおくことが必要です。


（宿直及び日直）

第30条　業務上必要がある場合は、労働基準監督署の許可を受け職員に宿直又は日直を命ずることができる。

２　宿直及び日直の勤務時間は、次のとおりとする。

宿直 午後○時○○分から午前○時○○分まで

日直 午前○時○○分から午後○時○○分まで

３　宿直及び日直の業務内容等については別に定める。
	【参　考】

１　宿直又は日直勤務については、所轄労働基準監督署の許可を受けることが必要です。

（労基法第41条第1項第3号）

２　一般の宿直許可基準

①　ほとんど労働する必要のない勤務で、定時巡視、文書又は電話の収受、非常事態に備えての待機を目的とするものに限って許可になります。

②　宿・日直の回数は、宿直勤務については週1回、日直勤務については月1回が限度となっています。

③　宿直勤務については、相当の睡眠設備の設置が条件となります。

④　１回の宿・日直手当の額は，宿・日直に就くことが予定されている職員の１人１日平均額の３分の１以上の額とされています。

３　社会福祉施設の宿直許可基準

①　通常の勤務時間の拘束から完全に開放された後のものであること。

②　一般の宿直業務のほかには、少数の入所児者に対して行う夜尿起こし、おむつ取替え、検温等の介助作業であって軽度かつ短時間の作業に限ること。

③　夜間に十分睡眠がとりうること。

④　上記以外に、一般の宿直許可の際の条件を満たしていること。

４　宿・日直時間帯に通常義務が発生したときは、当該時間に対応した時間外勤務手当を支給しなければなりません。


（勤務間インターバル）

第31条　いかなる場合も、従業員ごとに１日の勤務終了後、次の勤務の開始までに少なくとも、○時間の継続した休息時間を与える。ただし、災害その他避けることができない場合は、この限りではない。
２　前項の休息時間の満了時刻が、次の勤務の所定始業時刻以降に及ぶ場合、当該始業時刻から満了時刻までの時間は労働したものとみなす。
	【参　考】
１　労働時間等の設定の改善に関する特別措置法（労働時間等設定改善法）が改正され、2019年（平成31年）４月１日から、勤務間インターバル制度の導入が事業主の努力義務となりました。
２　勤務間インターバル制度とは、終業時刻から次の始業時刻の間に、一定時間以上の休息時間（インターバル時間）を設けることで、従業員の生活時間や睡眠時間を確保しようとするものです。
３　一定のインターバル時間を確保することで、従業員が十分な生活時間や睡眠時間を確保でき、ワーク・ライフ・バランスを保ちながら働き続けることができます。
４　就業規則等の規定においては、必要に応じ、勤務間インターバル制度に関する申請手続や労働時間の取扱い等についても整備する必要があります。


（出　張）

第32条　業務上必要がある場合は、職員に出張を命ずる。

２　出張の時間が特定しがたいときは、所定の勤務時間を勤務したものとみなす。

３　出張に要した経費は、別に定める旅費規程により支給する。
	【参　考】
　出張期間（時間）は通常勤務時間を勤務したものとみなし、勤務地以外で所定の業務を行わせるので、その業務の根拠を明らかにするため、出張命令は必ず文書で行ってください。


（年次有給休暇）　

第33条　下表の勤務年数に応じ、所定労働日数の８割以上出勤した職員に対して、同表に定める日数の年次有給休暇を与える。

	勤務年数
	6か月
	1年6か月
	2年6か月
	3年6か月
	4年6か月
	5年6か月
	6年6か月

	付与日数
	10日
	11日
	12日
	14日
	16日
	18日
	20日


２　年次有給休暇の計算期間は毎年４月１日から翌年３月31日とする。

３　第１項の出勤率の算定に当たっては、年次有給休暇を取得した期間、産前産後の休業期間，「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」に基づく育児休業期間、介護休業期間及び業務上の傷病による休業期間は出勤したものとして取り扱う。

４　当該年度に使用しなかった年次有給休暇は翌年度に限り繰り越すことができる。

５　年次有給休暇の請求は、原則として１日単位（半日まで分割可）で行うものとする。ただし、法定日数を超える日数部分については時間単位での請求も認める。

６　年次有給休暇は、休暇カード（様式○号）により、○日前までに施設長に請求しなければならない。

７　年次有給休暇は所定の手続により職員の請求する時季に与える。ただし、業務に支障がある場合は他の時季に変更することができる。
８　前項の規定にかかわらず、労働者代表との書面による協定により、各労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日を超える部分について、あらかじめ時季を指定して取得させることがある。　
９　第1項の年次有給休暇が10日以上与えられた労働者に対しては、第７項の規定にかかわらず，付与日から1年以内に、当該労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日について、会社が労働者の意見を聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ時季を指定し取得させる。ただし、労働者が第７項又は第８項の規定による年次有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数分を５日から控除するものとする。

	【参　考】

１　出勤率８割以上かどうか計算する場合、業務上の傷病により休業した期間、産前産後の休業をした期間等は出勤の扱いにしなければなりません。

２　出勤率８割に達しなかったときの翌年は、年次有給休暇を与えなくて差し支えありません。

なお、この場合年次有給休暇を与えなかった年の出勤率が８割以上になったときは、次の年に勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を与える必要があります。

３　法人の判断になりますが、採用後６か月未満であっても適当な日数を与えるよう配慮してください。

４　前年未使用の休暇日数は、翌年に必ず繰り越されることになります。

５　年次有給休暇を使用した職員に対して、皆・精勤手当や賞与の額に際し、欠勤と同様に取り扱うなど不利益な取り扱いしないようにしてください。（労基法附則第136条）

６　労使協定を締結すれば、年に５日を限度として、時間単位で年次有給休暇を与えることができます。（労基法第39条第４項）
７　本条第８項に定める年次有給休暇の計画的付与制度とは、労働者代表との間で労使協定を結んだ場合、最低５日間は労働者が自由に取得できる日数として残し、５日を超える部分について、協定で年次有給休暇を与える時季を定めて労働者に計画的に取得させるものです。（労基法第39条第6項）


（特別有給休暇）

第34条　特別有給休暇は次のとおりとする。

(1）職員の結婚                                  ○日以内

(2）職員の子の結婚                              ○日

（3）忌引き

血族の父母又は配偶者の死亡                ○日以内

血族の子又は配偶者の父母の死亡            ○日以内

血族の祖父母又は兄弟姉妹の死亡            ○日以内
その他３親等以内の親族の死亡　　　　　　　○日
父母の祭日法要　　　　　　　　　　　　　　○日
（4）女子職員の出産　　 出産予定日前６週間（多胎妊娠の場合は14週間）及び産後８週間

（5）女子職員が生後１年に達しない乳児を育てるとき　　　　　１日につき１時間，分割可

（6）女子職員が生理日の勤務が著しく困難であるとき　　　　　 必要と認める日数又は時間
（7）夏季休暇　　　　　　　　　○日

（8）業務外の傷病　　　　　　　医師の証明に基づき３か月以内で必要と認める期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

（9）法人が指定した資格の取得及び派遣研修受講　　　　　　　 必要と認める日数

（10）選挙権、その他公民としての権利を行使するとき　　　  　必要と認める日数又は時間
（11）証人、参考人又は裁判員等として公官署等に出頭するとき　必要と認める日数又は時間
（12）その他法人が必要と認めたとき　　　　　　　　　　　  　必要と認める日数又は時間
２　特別有給休暇は、特別の事情がある場合を除き、休暇カードにより少なくとも○日前までに施

設長に請求しなければならない。

３　休暇期間中の休日は休暇日に算入する。
	【参　考】

１　６週間以内に出産予定の女性職員から請求があった場合は、就業させることはできません。また、産後８週間を経過しない女性職員を就業させることはできません。（例示項目の（4），労基法第65条）

２　生後１年に達しない子を育てている女性職員から請求があった場合は、育児のための時間を一般の休憩時間とは別に与えなければなりません。（例示項目の（5），労基法第67条）

３　生理日の就業が著しく困難な女性職員から請求があった場合は、請求のあった期間は就業させることはできません。（例示項目の（6），労基法第68条）

４　例示項目の（4）、（5、，（6）を除く特別休暇は労基法上特段の規定はありませんが、社会通念上あった方がよいと思われます。

５　例示項目をすべて制裁を伴わない無給休暇とすることも可能ですが、職員の福利厚生の一環として、例示等を参考にその要件、日数等を法人で判断し、有給、無給の別を明確にして定めてください。

　　なお、出産休暇を有給とした場合は、健康保険に定める出産手当金は請求できません。

６　当該休暇請求は、管理監督者の承認行為として、手続は年次有給休暇の例により定めてください。


（母性健康管理の措置等）
第35条　妊娠中又は出産後1年を経過しない女子職員から、所定労働時間内に、母子保建法に基
　づく保健指導又は健康診査を受けるために、通院休暇の請求があったときは、次の範囲で休暇を
　与える。

(1）産前の場合

妊娠23週まで　　　　　　　　 ４週に１回

　　　   妊娠24週から妊娠35週まで　　２週に１回

　　　   妊娠36週から出産まで　　　 　１週に１回

　　　　 ただし、医師又は助産婦（以下「医師等」という。）がこれと異なる指示をしたときには、
その指示により必要な時間

（2）産後（１年以内）の場合

　     　医師等の指示により必要な時間

２　妊娠中又は出産後１年を経過しない女子職員から、保健指導又は健康診査に基づき勤務時間等

　について医師等の指導を受けた旨申出があった場合、次の措置を講ずることとする。

（1）妊娠中の通勤緩和

　　　　 通勤時の混雑を避けるよう指導された場合は、原則として１時間の勤務時間の短縮又は１

　　　 時間以内の時差出勤

（2）妊娠中の休憩の特例

　　　　 休憩時間について指導された場合は、適宜休憩時間の延長、休憩の回数の増加

（3）妊娠中又は出産後の諸症状に対応する措置

　　　   妊娠又は出産に関する諸症状の発生又は発生の恐れのあるとして指導された場合は、その

　　   指導事項を守ることができるようにするため作業の軽減、勤務時間の短縮、休憩等

	【参　考】

１　女子職員が母子保健法の規定による保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間の休業

の申出をした場合、施設は、その申出に応じなければなりません。（均等法第12条）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　女子職員が、医師等から健康診査に基づいた指導を受け、この指導事項を守るための措置について申出をした場合、施設は、その申出に応じ、必要な措置を講じなければならないことになっています。（均等法第13条）


（育児時間及び生理休暇）
第36条　１歳に満たない子を養育する女性労働者から請求があったときは、休憩時間のほか１日
について２回、１回について30分の育児時間を与える。
２　生理日の就業が著しく困難な女性労働者から請求があったときは、必要な期間休暇を与える。
	【参　考】
１　育児時間については、生後満１年に達しない子を育てている女性労働者から請求があった場合は、授乳その他育児のための時間を、一般の休憩時間とは別に、１日２回各々少なくとも30分の時間を与えなければなりません（労基法第67条)。育児時間を請求し、又は取得したことを理由として解雇その他不利益な取扱いをしてはいけません（均等法第９条第３項）。
２　生理日の就業が著しく困難な女性労働者が休暇を請求した場合、請求のあった期間は当該女性労働者を就業させてはなりません（労基法第68条）。なお、休暇は暦日単位のほか半日単位、時間単位でもあっても差し支えありません。


（育児・介護休業、子の看護休暇等）

第37条　職員のうち必要のある者は、施設長に申し出て、育児・介護休業、介護休暇、子の看護
　休暇、育児・介護のための所定外労働の免除、時間外労働及び深夜業の制限並びに所定労働時間
　の短縮措置等（以下「育児・介護休業等」という。）の適用を受けることができる。
２　育児・介護休業等の取扱いについては、別に、「育児・介護休業等に関する規則」で定める。

	【参　考】

１　育児休業については、男女を問わず1歳未満の子を養育する職員から申出があった場合、介護休業については、要介護状態にある対象家族を介護する職員から介護休業の申出があっ

た場合には、期間を定めて雇用される者等一定の場合を除き、施設はその申出に応じ、休業させなければなりません。（育児・介護休業法）

２　育児休業をしない職員についても本人の申出に基づき勤務時間の短縮等の措置を講じなけれ

ばなりません。

３　育児休業期間中の社会保険料の被保険者負担分は、職員から施設に申出をすれば免除
されます。（健康保険法第76条、厚生年金法第82条の２）

４　育児・介護休業に関する助成金として、両立支援助成金、中小企業両立支援助成金があります。

５　仕事と家庭の両立支援対策を充実するために、育児・介護休業法が、平成29年に一部改正され，平成 29年10月1日から施行されました。


（不妊治療休暇）
第38条　職員が不妊治療のための休暇を請求したときは、年○日を限度に休暇を与える。
２　職員が不妊治療のための休業を請求したときは、休業開始日の属する事業年度（毎年４月１日から翌年３月31日まで）を含む引き続く５事業年度の期間において、最長１年間を限度に休業することができる。
	【参　考】
１　不妊治療休暇については労働関係法令上必ず定めなければならないものではありません。社内のニーズを踏まえ、各事業場で必要な期間を具体的に定めてください。
２　不妊治療のための休暇制度等は、労働者の性別や雇用形態にかかわらず取得可能なものとしてください。また、具体的制度内容は、労働者のニーズを把握して整備することが望まれます。例えば、時間・半日単位の年次有給休暇や、柔軟な勤務を可能とするフレックスタイム、テレワークなどの導入も不妊治療と仕事との両立を進めるためには有効です。


（代替休暇）
第39条　１か月の時間外労働が60時間を超えた労働者に対して、労使協定に基づき、次により代
替休暇を与えるものとする。
２　代替休暇を取得できる期間は、直前の賃金締切日の翌日から起算して、翌々月の賃金締切日ま
での○か月とする。
３　代替休暇は、半日又は１日で与える。この場合の半日とは、
午前(　　　：　　　～　　　:　　　)又は午後(　　　：　　　～　　　:　　　)のことをいう。
４　代替休暇を取得しようとする者は、１か月に６０時間を超える時間外労働を行った月の賃金締切日の翌日から〇日以内に、会社に申し出ることとする。代替休暇取得日は、労働者の意向を踏まえ決定することとする。
	【参　考】

１　特に長い時間外労働を抑制することを目的として、１か月に60時間を超える時間外労働については、法定割増賃金率が50％以上とされていますが、やむを得ずこれを超える時間外労働を行わざるを得ない場合も考えられます。
このため、そのような労働者の健康を確保する観点から、平成22年４月１日より１か月に60時間を超えて時間外労働を行わせた労働者について、労使協定により、法定割増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払に代えて、有給の休暇を与えることができることとしたものです。
２　労基法第37条第３項の休暇（以下「代替休暇」といいます。）を実施する場合には、事業場において労使協定を締結する必要があります。この労使協定は、個々の労働者に対して代替休暇の取得を義務付けるものではありません。労使協定が締結されている事業場において、個々の労働者が実際に代替休暇を取得するか否かは、労働者の意思によります。
また、代替休暇の制度を設ける場合には、代替休暇に関する事項は労基法第89条の「休暇」に関する事項ですので、就業規則に記載する必要があります。


（遅刻、早退、欠勤等）
第40条　職員は遅刻、早退若しくは欠勤をし、又は勤務時間中に私用で事業場から外出する際は、
事前に　　　　に対し申し出るとともに、承認を受けなければならない。ただし、やむを得ない
理由で事前に申し出ることができなかった場合は、事後に速やかに届出をし、承認を得なければ
ならない。
２　傷病のため継続して○日以上欠勤するときは、医師の診断書を提出しなければならない。
	【参　考】

１　本規程例では労働者が遅刻、早退若しくは欠勤等をする場合、事前の申出と会社の承認を得ることとしていますが、どのような手続を規定するかは各事業場で決めることです。しかし、こうした手続を取ることは会社の秩序を維持する上でも重要なこととなりますので、明確に定めてください。
２　欠勤何日以上で医師の診断書を提出させるかは、各事業場で決めることです。


第５章　給　　与

（給与）

第41条　職員の給与は，別に定める給与規程による。
第６章　無期労働契約への転換
（無期労働契約への転換）
第42条　期間の定めのある労働契約（有期労働契約）で雇用する従業員のうち、通算契約期間が
５年を超える従業員は、別に定める様式で申込むことにより、現在締結している有期労働契約の契約期間の末日の翌日から、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）での雇用に転換することができる。
２　前項の通算契約期間は、平成25年４月１日以降に開始する有期労働契約の契約期間を通算するものとする。ただし、契約期間満了に伴う退職等により、労働契約が締結されていない期間が連続して６ヶ月以上ある従業員については、それ以前の契約期間は通算契約期間に含めない。

３　この規則に定める労働条件は、第１項の規定により無期労働契約での雇用に転換した後も引き
　続き適用する。ただし、無期労働契約へ転換した時の年齢が、第49条に規定する定年年齢を超
　えていた場合は、当該従業員に係る定年は、満＿歳とし、定年に達した日の属する月の末日をも
って退職とする。
	【参　考】

１　平成25年４月１日以後に開始する有期労働契約が、同一の使用者との間で通算５年を超えて更新された場合は、労働者の申込みにより期間の定めのない労働契約（無期労働契約）へ転換します（契約法第18条）。無期労働契約への申込みは、申込みをしたかどうかの争いを防ぐため、書面の様式を整備し、書面で行うことをおすすめします。
２　なお、有期労働契約とその次の有期労働契約の間に、契約がない期間（無契約期間）が６ヶ月以上あるときは、その空白期間より前の契約期間は通算されません。

ただし、無契約期間以前の通算契約期間が１年未満の場合は、次の表の左欄の通算契約期間の区分に応じて、右欄の無契約期間がある場合に、当該無契約期間以前の契約期間は通算されないこととなります。
通算の対象となる有期労働契約の契約期間

契約がない期間

２か月以下

１か月以上

２か月超～４か月以下

２か月以上

４か月超～６か月以下

３か月以上

６か月超～８か月以下

４か月以上

８か月超～10か月以下

５か月以上

10か月超～

６か月以上

３　無期労働契約への転換後の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定め（労働協約、就業規則、個々の労働契約）がない限り、直前の有期労働契約と同一となります。特に、定年など、有期契約労働者には通常適用されない労働条件を無期転換後の労働条件として適用する必要がある場合には、あらかじめ労働協約、就業規則、個々の労働契約により、その内容を明確化しておくようにしてください。

　　ただし、例えば65歳で無期転換した者の定年を66歳とするような場合など、無期労働契約への転換を通じて雇用の安定を図るという無期転換ルールの趣旨を没却させるような目的で定年の定めをすることは、法の趣旨に照らして望ましいものとは言えません。
　　無期転換ルール全般について詳しくは、パンフレット「労働契約法改正のあらまし」４～７頁や、『有期契約労働者の無期転換ポータルサイト』をご参照ください
（https://muki.mhlw.go.jp/）。


第７章　安全衛生及び災害補償
（安全保持）

第43条　職員は、就業に当たって常に災害事故の未然防止に留意して、職場の安全保持に努めなければならない。

	【参　考】

職員が10人以上50人未満の施設は安全衛生推進者を、常時50人以上の職員がいる施設は衛生管理者を選任することが定められています。（労働安全衛生法第12条、第12条の２）


（災害時の措置）

第44条　職員は災害の発生又はその危険を知ったときは、その状況に応じた臨機の措置をとると　
　ともに、直ちに関係者に通報し、職員相互に協力して被害を最小限に止めるよう努めなければな　らない。

	【参　考】

施設は、高齢者、障害者、乳幼児等が利用しているので、万一不慮の事故、災害が生じたときは、速やかに利用者の避難誘導に努めることが必要ですが、あらかじめ、非常時の対応体制をつくり対策を講じておくことが必要です。


（衛生管理）

第45条　職員は、施設内外の清掃、換気、採光、保温及び防湿等の衛生管理に常に留意しなければならない。

（健康診断）

第46条　職員は、毎年定期的に施設が実施する定期健康診断（深夜労働その他労働安全衛生規則第13条第１項第２号で定める業務に従事する者は６か月ごとに１回）を受けなければならない。

２　前項の健康診断の結果、必要と認めたときは、その症状に応じた適宜の処置を命ずることがあ

る。
	【参　考】

１　健康診断の結果、要注意又は要精密等の判定がでた職員に対しては、専門的検査（診断）等を受けさせるなど必要な医療指導を行うとともに、その結果を確認してください。

２　健康診断項目については、労働安全衛生法その他で定めるところによります。必要に応じて法人が項目を追加することは差し支えありません。

３　特別養護老人ホーム等の常時介護を行う施設にあっては、介護職員の採用時に腰部の異常等をチェックするようにしてください。

また、日常的に腰痛予防対策を講じるとともに、６か月以内ごとに１回、定期的に医師による腰痛の健康診断を実施するようにしてください。（平成６年12月28日社援第169号）


（長時間労働に対する面接指導）
第47条　会社は、労働者の労働時間の状況を把握する。
２　長時間の労働により疲労の蓄積が認められる労働者に対し、その者の申出により医師による面接指導を行う。
３　前項の面接指導の結果必要と認めるときは、一定期間の就業禁止、労働時間の短縮、配置転換その他健康保持上必要な措置を命ずることがある。
	【参　考】

１　事業者は、面接指導を実施するため、タイムカードによる記録、パーソナルコンピュータ等の電子計算機の使用時間（ログインからログアウトまでの時間）の記録等の客観的な方法その他の適切な方法により、労働者の労働時間の状況を把握しなければなりません。
２　事業者は、休憩時間を除き１週間当たり40時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が、１か月当たり80時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる労働者について、その者の申出により医師による面接指導を行わなければなりません（安衛法第66条の８第１項）。
３　時間外労働が一定時間を超えなくても、長時間の労働により、疲労の蓄積が認められ、又は健康上の不安を有している労働者に対しても同様に、その者の申出により面接指導又は面接指導に準ずる措置を講じるよう努めなければなりません（安衛法第66条の９）。
４　面接指導の結果は、記録を作成し、５年間保存しなければなりません。
５　面接指導の結果により就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少の措置等を講じなければなりません（安衛法第６６条の８第２項）。


（ストレスチェック）
第48条　労働者に対しては、毎年１回、定期に、医師、保健師等による心理的な負担の程度を把握
するための検査（ストレスチェック）を行う。
２　前項のストレスチェックの結果、ストレスが高く、面接指導が必要であると医師、保健師等が認めた労働者に対し、その者の申出により医師による面接指導を行う。
３　前項の面接指導の結果必要と認めるときは、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、
深夜業の回数の減少等、必要な措置を命ずることがある。
	【参　考】

１　事業者は、心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）を１年に１回定期的に実施しなければなりません（安衛法第66条の10第１項）。なお、ストレスチェック及びその結果を踏まえた面接指導の費用については、法で事業者に実施の義務を課している以上、当然、事業者が負担しなければなりません。

２　ストレスチェックは、医師、保健師又は所定の研修を修了した歯科医師、看護師、精神保健福祉士又は公認心理士により行われる必要があります（安衛法第66条の10第１項）。また、ストレスチェックの結果は、医師、保健師等から労働者に直接通知されなければならず、本人の同意がない限り、事業者は把握してはいけません（安衛法第66条の10第２項）。

３　ストレスチェックの結果、ストレスが高く、面接指導が必要であると医師、保健師等が認めた労働者に対し、その者が申し出た場合には、医師による面接指導を行わなければなりません（安衛法第66条の10第３項）。
４　事業者は、面接指導の結果を踏まえた就業上の措置について医師の意見を聴き、意見を勘案して、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講じなければなりません（安衛法第66条の10第５項、第６項）。

５　労働者の同意を得て、事業者に提供されたストレスチェックの結果及び医師による面接指導の結果は、事業者が記録を作成し、５年間保存しなければならないとされています（労働安全衛生規則第52条の13、第52条の18）。


（労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱い）

第49条　事業者は労働者の心身の状態に関する情報を適正に取り扱う。
	【参　考】

１　事業者は、労働者の心身の状態に関する情報を収集し、保管し、又は使用するに当たっては、労働者の健康の確保に必要な範囲内でこれを保管し、及び使用しなければなりません（安衛法第104条第１項）。
２　事業者は、労働者の心身の状態に関する情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければなりません（安衛法第104条第２項）。
３　別途規定するところにより、労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために措置を講じなければなりません。


（就業禁止）

第50条　職員が伝染病など心身の健康状況から就労が不適当な疾病にかかった場合又はその疑
　いがある場合は、その者の就業を禁止することがある。
	【参　考】

１　本人の健康管理及び職場環境の安全確保のための規定です。業務命令による療養休暇となりますが、適用に当たっては医師の診断書等により速やかに措置する必要があります。

２　伝染病等については保健所等関係機関に速やかに連絡する必要があります。


（安全衛生教育）
第51条　労働者に対し、雇入れの際及び配置換え等により作業内容を変更した場合、その従事する
業務に必要な安全及び衛生に関する教育を行う。
２　労働者は、安全衛生教育を受けた事項を遵守しなければならない。
	【参　考】

事業者は、労働者を雇い入れた時や作業内容を変更したときは、労働者に対し、従事する業務に必要な安全及び衛生に関する教育を行わなければなりません（安衛法第59条）。なお、安全衛生教育の実施に要する時間は労働時間と解されますので、当該教育が法定労働時間外に行われた場合には、当然、割増賃金の支払が必要になります。


（災害補償）

第52条　職員が業務上負傷し、又は疾病にかかったときは、労働基準法の定めるところにより，
療養補償，休業補償を行う。また、死亡したときは、葬祭料を支給するとともに遺族補償を行う。

	【参　考】

１　出張，通勤を含め、職員に災害事故が発生した場合は、速やかに所定の様式により所轄の労働基準監督署に届け出てください。（労働安全衛生規則第96条各号，第97条第１項）

２　業務上の災害補償は、労働基準法第75条等により使用者に義務づけられていますが、その給　

付は原則として労災保険によることとなります。

しかし、休業する場合の待機期間（休業１日目から３日目）については、労災保険から支給されないため、施設は平均給与の60％以上の休業補償を行うことが必要です。（労基法第84条第１項、労災法第14条第１項）

３　職員を雇用するすべての施設は、労災保険に加入しなければなりません。（労災法第３条）

４　職員が業務上の事由又は通勤によって被災した場合の労災保険給付を受ける権利は、退職しても変更されることはありません。（労災法第12条の５）


第８章　職業訓練
（教育訓練）

第53条　会社は、業務に必要な知識、技能を高め、資質の向上を図るため、労働者に対し、必要な
教育訓練を行う。
２　労働者は、会社から教育訓練を受講するよう指示された場合には、特段の事由がない限り教育訓練を受けなければならない。
３　前項の指示は、教育訓練開始日の少なくとも　週間前までに該当労働者に対し文書で通知する。
	【参　考】

事業主が、労働者に対し教育訓練において性別を理由に差別的取扱いをすることは禁止されています（均等法第６条）。


第９章　表彰及び制裁

（表　彰）

第54条　職員が次の各号の一に該当する場合は審査のうえ表彰する。

　（1）永年勤続し、その勤務成績が優秀である者

　（2）災害事故を未然に防止し、又は災害事故の際特に功労があった者

　（3）業務の遂行に関し、特に優れた研究又は創意工夫を考案し、事業の発展に貢献した者

（4）前各号に準ずる程度の善行又は功労があると認められる者

２　前項の表彰は賞状、賞品又は賞金を授与して行う。

	【参　考】

１　表彰・制裁の制度を定めたときは、就業規則に必ず記載しておくことが必要です。

２　本条第１項第１号の永年勤続の表彰は、10年、20年、30年のように具体的に年数で決めておくとよいでしょう。

３　福祉施設は、高齢者、障害者等が利用していることが多いことから事故災害等の際の適切な

措置について表彰の対象とすることが適切でしょう。本条第１項第２号はその規定です。

４　表彰は、賞状を授与し、副賞として記念品等を授与するのが通常ですが、その他特別休暇を

与え又は特別昇給を行う例もあります。


（制　裁）

第55条　職員が次の各号の一に該当したときは審査のうえ制裁する。ただし、情状によって酌量
　　することがある。

　（1）採用の際、経歴を偽り、その他不正な方法を用いて採用されたことが判明したとき。

　（2）勤務が著しく不良又は正当な理由なくして無断欠勤したとき。

　（3）故意又は重大な過失により災害事故を起こし、法人に損害を与えたとき。

(4) 法人の名誉信用を失墜させる行為，又は法人の諸問題につき事実を歪曲して流布宣伝したとき。

　（5）法人が定める諸規程に違反し、上司の再三の指示に従わないとき。

　（6）その他社会福祉施設の職員としてふさわしくない行為又はセクシュアルハラスメントの問

題により施設内の秩序若しくは風紀を乱したとき。

	【参　考】

１　制裁を行うときは、例えば弁明の機会を与え、事情をよく聴取するなど、適正な手続によるこ

とに留意してください。

２　制裁事由に規定されていない事由や種類の制裁はできません。

３　制裁規定が設けられる以前の行為に対してさかのぼって制裁することや１回の事由で２回の制

裁処分を行うことはできません。

４　制裁の対象者に対しては、規律違反の程度に応じて過去の同種の事例や処分の程度を勘案して

公正に扱わなければなりません。公正を欠く場合には懲戒権の濫用として無効とされる場合があ

ります。

５　当該処分が有効であるためには、判例では、それが客観的にみて合理的理由があり社会通念上

相当として是認できるものであることが必要とされています。（昭和58年９月16日最高裁判決）

６　均等法第11条においては，職場において性的な言動等により就業環境が害されることについて、事業主は防止のために管理上必要な配慮をしなければならないとしています。


（制裁の種類）

第56条　前条の規定による制裁は次の区分により行う。

　（1）訓告　　説諭し、将来を戒める。

　（2）戒告　　始末書をとり、将来を戒める。

　（3）減給　 １回の額が平均賃金の１日分の半額、総額が一賃金支払期における賃金総額の　　　　　　　　　１割の範囲内で行う。

　（4）昇給停止　   次期昇給を１年を超えない範囲において延期する。

（5）出勤停止　   10日以内で定めた期間の出勤を停止し、この間の給与は支給しない。

　（6）諭旨退職     退職願を法人が指定する期日までに提出することを勧告し、これを提出しない場合は、懲戒解雇とする。

　（7）懲戒解雇     所轄労働基準監督署長の認定を受けた場合、予告期間若しくは予告手当を支

払うことなく、即時解雇する。

	【参　考】

１　戒告は、直ちに不利益に結びつくものではありませんが、昇給、賞与、昇格などの考課査定

でマイナス評価を行う場合もあります。

　　また、訓戒が何回も重なる場合は、もっと重い制裁がなされることになります。

２　減給については、労基法第91条にこの条文と同趣旨の規定がありますので、この規定どおり

にしなければなりません。

３　出勤停止については、期間の定めは法律上特にありませんが、あまり長い出勤停止は望まし

くありません。（おおむね２週間以内）

４　懲戒解雇で即時解雇する場合には、所轄労働基準監督署長に申請してその認定を受けることが必要です。認定を受けずに解雇する場合には、30日分の解雇予告手当を支給しなければな

りません。（労基法第20条第１項）

５　制裁の種類及び程度は、条文の趣旨に沿って法人で適宜決めてください。

６　制裁は軽度のものを除き辞令交付事項ですから、その実施に当たっては、後日の労使紛争を招かないよう、その理由、制裁の内容等を明確にして理事長の決裁を得てから実施してください。


第１０章　公益通報者保護
（公益通報者の保護）
第57条　会社は、労働者から組織的又は個人的な法令違反行為等に関する相談又は通報があった場
合には、別に定めるところにより処理を行う。
	【参　考】

国民生活の安全・安心を損なうような事業者の不祥事は、事業者内部の労働者等からの通報をきっかけに明らかになることも少なくありません。
こうした事業者の不祥事について、労働者等が事業者の法令違反行為を通報した場合に、解雇等の不利益な取扱いから保護し、事業者のコンプライアンス（法令遵守）経営を強化するため、公益通報者保護法が定められています。

令和４年６月１日以降、常時使用する労働者の数が301名以上の事業者においては、法定指針で定める事項を内部規程において定め、当該規程の定めに従って運用する法律上の義務が課されているところ（常時使用する労働者の数が300名以下の事業者においては努力義務）、具体的な規程例等については、以下の資料をご参照ください。

（出典：消費者庁ウェブサイト）
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/


第１１章　雑　　則

（実施規程）
第58条　この規則に定めるもののほか、実施の細部について必要な事項は、本法人が別に定める
　ところによる。

（改　正）

第59条　この規則の改正は、理事会の議決により行う。

付　則

この規則は，平成　　年　　月　　日から施行する。

	この規則は、参考例として示しているものですので、法人において、実際の規則を作成（変更）するに当たっては、所轄の労働基準監督署に相談のうえ十分な検討を加え、実態に合ったものとなるようにしてください。


別表（第26条第２項）

職員の勤務時間帯（例）

	職　　種
	勤務区分
	始　業　時　間
	終　業　時　間
	休　憩　時　間

	指　導　員

相　談　員

介 護 職 員
	早　　番

日　　勤

遅　　番

遅　　番

準 夜 勤

深 夜 勤


	　　時　　　分
　　時　　　分

　　時　　　分
　　時　　　分

　　時　　　分

　　時　　　分
	時　　　分
　　

時　　　分

　　時　　　分
　

　時　　　分

　　時　　　分

　　時　　　分
	　

時　　分から　分間
　

時　　分から　分間

　時　　分から　分間
　時　　分から　分間

　時　　分から　分間

　時　　分から　分間

	栄　養　士
調　理　員


	早　　番

日　　勤

遅　　番
	　　

時　　　分

　　時　　　分
　　

時　　　分
	　

　時　　　分

　　時　　　分
　　

時　　　分
	　

時　　分から　分間

　時　　分から　分間
　

時　　分から　分間
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